様式第１号の３（第５条関係）

要件確認申立書Ｂ
大阪府教育長　様

大阪府補助金交付規則（以下「規則」という。）第４条第２項第３号の規定に基づき、大阪府私立外国人学校振興補助金にかかる交付申請を行うにあたり、当設置者及びその設置する外国人学校は、大阪府私立外国人学校振興補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第２条各号のすべてに該当することを申立てます。

なお、いずれかに該当しないこととなった場合には、直ちにその旨を届け出ます。

また、要綱第２条各号のいずれかの該当の有無等に関して調査が必要となった場合には、大阪府が求める必要な情報又は資料を遅滞なく提出するとともに、その調査に協力し、調査の結果、該当しないことが判明した場合には、規則第１５条に基づき、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消されても、何ら異議の申し立てを行いません。

１　学校法人会計基準（昭和４６年文部省令第１８号。以下「会計基準」という。）に準拠した会計処理を行うとともに、財務情報を一般に公開していること

２　生徒に対する教育活動に一定以上の経費を支出していること

３　国又は他の経常的補助制度の交付対象となっていないこと

４　当該年度の５月１日に在学する生徒の数が一定以上であること

５　概ね幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の修学年齢に相当する生徒に対し、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第３８条に規定する幼稚園教育要領、同規則第５２条に規定する小学校学習指導要領、同規則第７４条に規定する中学校学習指導要領又は同規則第８４条に規定する高等学校学習指導要領に準じた教育をそれぞれ行っていること

６　私立学校法第１８条第１項（同法第１５２条第６項において準用する場合を含む。）に規定する理事及び監事が、特定の政治団体（公安調査庁が公表する直近の「内外情勢の回顧と展望」において調査等の対象となっている団体をいう。ただし、政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第２項に規定する政党を除く。以下同じ。）の役員を兼務していないこと

７　学校法人が、特定の政治団体への寄附又は特定の政治団体からの寄附の受入れをしていないこと

８　特定の政治団体が主催する行事に、学校の教育活動として参加していないこと
９　政治指導者の肖像画（特定の人間の外観を表現した絵画や写真等をいう。）を教室等に掲示していないこと

１０　その他知事が必要と認める事項
　　年　　月　　日
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